
１．条例制定の背景と経過

(1)背景

　　これまで、全国の市町村は、国の均一性・統一性を重視した中央集権型システムのもとで行政運営を行ってきました。全国の市町村では、近年の社会情勢の変化とともに、市民のニーズや価値観の多様化により様々な課題が発生しており、憲法、地方自治関係法令、各種の個別条例だけでは、市民のニーズに応える多様な行政サービスの提供や地域課題を解決することが難しい状況となっています。
また、平成12年4月に地方分権一括法が施行され、市町村には、自己責任・自己決定による自立的な行政運営が求められています。

本市は、平成16年11月の市町村合併により、豊かな自然と伝統・文化などの多様な地域資源を有する市となりました。一方で、市域が拡大し、様々な地域の課題に対応する必要性が高まりました。地方分権が進む中で、本市が自立した自治体として飛躍するためには、各地域の特性に磨きをかけ、地域が抱える様々な課題を解決する新しいまちづくりのシステムを構築することが求められています。

本市においては、平成18年度を初年度とする第８次鳥取市総合計画の中で、まちづくりの原則の1つに、『市民が主役の「協働」によるまちづくり』を掲げ、その主要施策として自治基本条例の制定を検討してきました。

また、第4次鳥取市行財政改革大綱においても、「市民等との協働」を柱の1つに掲げています。これを実現するための戦略として、市民は主権者で、都市経営のパートナーであり、官民の役割分担を見直し、市民参画の促進、民間活力の活用などを積極的に進め、市民との協働による行政経営への変換を図ることとしています。

(2)経過

①条例案作成の特徴

市民が自らの手で条例素案の検討及び市民への広報活動を行うとともに、市民、議会、行政の三者協働により条例案を作成しました。

②条例案作成の各主体の具体的な取組
ア．市民

「鳥取市みんなでつくる住民自治基本条例検討委員会」（公募による市民など21名、平成19年1月設置）では、専門部会等を設置し、集中的に条例素案の検討・作成を行うとともに、市民フォーラムや各種団体との意見交換会等の開催、PRポスターやニュースレターの作成・配布など、委員自らが自治基本条例についての市民への積極的な広報活動を行いました。

イ．議会
市議会では、平成19年3月に「住民自治基本条例に関する調査特別委員会」（9名）が設置され、先進地視察の実施や条例素案の検討状況等について、検討委員会や執行部から随時説明を受けながら、条例についての調査・審議が行われました。

また、特別委員会委員長が、検討委員会主催の市民フォーラムに出席されるなど、市民との協働による取組が進められました。

ウ．行政
検討委員会が作成された「中間まとめ」や「条例素案」についての市民政策コメントを実

施するとともに、各部主管課長並びに関係課長等で構成する「鳥取市協働のまちづくりプロジェクトチーム」(25名)や関係担当職員等で構成する「自治基本条例庁内ワーキンググループ」(9名)により、検討委員会の取組への支援や条例素案についての検討を行いました。

また、検討委員会から市長へ条例素案が提出された後は、「条例案作成の基本的な考え方」のもとに、市民、議会等からいただいた様々なご意見を反映しながら条例案を作成しました。

	条例案作成の基本的な考え方について

鳥取市企画推進部

Ｈ２０．１
　「鳥取市自治基本条例」の制定に向けては、公募による市民を中心とした検討委員会が、自ら市民や議会、行政などに取組状況等を随時説明し、多くの意見を反映させながら検討を進めてきました。そして、平成１９年１２月、検討委員会は「条例素案」を完成させ、市長へ提出されました。

このように、市民、議会及び行政の三者協働による取組は、本市の条例作成のプロセスとしては初めてのものです。

この検討委員会の「条例素案」をもとに、本市は「条例案」を作成することとします。市民、議会及び行政の三者協働により、下記の基本的な考え方のもとに作成し、平成２０年３月の鳥取市議会定例会に提案できるよう取組を進めていきます。

記

（１）条例案は、条例素案の内容を可能な限り尊重するよう努めます。

（２）条例案は、条例素案に対する市民や議会等の意見を可能な限り反映するよう努めます。

（３）条例案は、わかりやすく、理解しやすい内容となるよう努めます。

（４）条例案は、他の法令等との整合を図るよう努めます。

（５）条例案の議会規定については、条例素案の事前協議に対する市議会の回答を可能な限り尊重するよう努めます。

（６）条例案を作成するに当たっては、市は、情報提供に努めるとともに、説明責任を果たします。


２．条例の内容

　　本条例では、市民と市が自治の主体であり、両者のたゆみない努力により自治を維持することを自治の基本理念として明確にするとともに、市民、議会、行政の役割及び責務、参画と協働のまちづくりを推進するための仕組み、市政運営のあり方など、鳥取市のまちづくりの基本ルールを明らかにしています。
３．条文数

　　29条
　

４．条例の具体的な特徴

(1)全体

本条例の名称は、「鳥取市自治基本条例」としています。本条例は、自治の基本理念や自治運営を担う主体の役割、責務等、参画及び協働の仕組み、市政運営などについて定めており、類型

で言えば、いわゆる完全型（フルセット型（※））となっています。また、市民の皆さんに親しまれる条例にするため、「です、ます」の敬体で表現しています。本市において敬体で表現する初めての条例となります。
※フルセット型
　「フルセット型」とは、自治基本条例の要件である①自治の基本理念、②自治の主体としての市民、③行政・議会の組織・運営・活動に関する基本的事項、④市民・市民活動団体の活動に関する事項のすべてが網羅されている条例である。

これに対して、①から④のうち一部が欠けているのが「サブセット型」である。
〔出典；相模女子大学　松下啓一客員教授著「自治基本条例のつくり方」〕
(2)前文

条例を制定する趣旨、本市の歴史や特色、市民のまちづくりに対する決意などを明確にした、前文を設けています。
【参考】前文を設けている本市の条例
鳥取市男女共同参画推進条例、鳥取市市民参画と市民活動の推進に関する条例

(3)条例の位置づけ［第3条］

自治の基本となる規範であることを明確にしています。

(4)自治の基本理念［第4条］

市民と市が自治の主体であることを基本とし、両者がたゆみない努力によって自治を維持することとしています。
(5)自治の基本原則［第5条・第6条］

市民と市が参画と協働のまちづくりを推進する「参画及び協働の原則」と、それぞれが保有する情報を共有する「情報共有の原則」を盛り込み、本市は参画と協働を基本としたまちづくりを行うことを明確にしています。
(6)コミュニティ［第13条］

コミュニティが自治に重要な役割を果たすことを明確にし、市民と市はコミュニティを守り育てることとしています。また、地区公民館をコミュニティ活動の拠点施設として位置づけ、コミュニティの充実、強化に努めることとしています。
(7)意見等への対応［第24条］、市民政策コメント［第25条］、住民投票［第26条］

第7章に、市民意思の表明、尊重として、意見等への対応、市民政策コメント、住民投票を定めています。住民投票については、事案ごとに投票の手続、投票要件などを定める条例を制定し実施する、非常設型としています。
(8)市民自治推進委員会［第28条］

本条例の実効性を高めるため、市長の附属機関として市民自治推進委員会を設置します。委員会では、参画と協働のまちづくりの推進に向けた調査、審議を行い、意見を述べるとともに、その結果を市民に公表することとしています。

(9)条例の見直し［第29条］

本条例を社会情勢に適合した条例とするため、４年を超えない期間ごとに条例内容を検討し、必要に応じて条例の見直しを行うこととしています。
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